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東京の大学の定員の抑制に関する基本的な方向性・論点（案） 

 

 

まち・ひと・しごと創生基本方針 2017（抜粋） 

（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定） 

 

２．地方への新しいひとの流れをつくる 

 ①地方創生に資する大学改革 

 【具体的取組】 

◎東京における大学の新増設の抑制及び地方移転の促進 

・今後、18 歳人口が大幅に減少する中、学生の過度の東京への集中によ

り、地方大学の経営悪化や東京圏周縁で大学が撤退した地域の衰退が懸
念されることから、東京 23 区の大学の学部・学科の新増設を抑制する

こととし、具体的には、大学生の集中が進み続ける東京 23区において

は、大学の定員増は認めないことを原則とする。その際、総定員の範囲
内で対応するのであれば、既存の学部等の改廃等により、社会のニーズ

に応じて新たな学部・学科を新設することを認められるものとするな

ど、スクラップ・アンド・ビルドを徹底する。これらについての具体的
な制度や仕組みについて検討し、年内に成案を得る。また、本年度から、

直ちに、こうした趣旨を踏まえた対応を行う。 

・東京圏の大学の地方へのサテライトキャンパスの設置（廃校舎等の活用
を含む。）、地方大学と東京圏の大学の単位互換制度等による学生が地方

圏と東京圏を相互に対流・還流する仕組みの構築を促進する。 
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＜東京における大学定員の現状＞ 

・ 今後 18 歳人口が大幅に減少し続けると見込まれること（2017 年の約 120

万人が、2040 年には約 88万人に減少）。 

・ 大学進学者収容力について見ると、東京都は 200%程度であり、他の道府

県と比較して突出していること。 

・ 全国の大学生（287 万人）の 40％が東京圏（117 万人）に、26％が東京都

（75 万人）に、18％が東京 23区（53 万人）に集中していること。 

・ 平成 14 年に工場等制限法が廃止されて以降、東京 23 区は学部学生数が

増加傾向にあるが、東京圏のその他の地域においては、横ばいで推移して

いること。 

・ 大卒就職者の地元都道府県への残留率について見ると、残留率が一番高

いのは東京都（76.2％）であり、そのうち約 2/3 は、大学進学時流入者で

あること。 

 

１．抑制の対象とする地域  
【基本的な方向性】 
◆ 東京都特別区（23区）を抑制の対象とする。 

 

○ 大学の学部学科の設置や収容定員について、市場原理に委ねたままである

と、今後 18 歳人口が大幅に減少することを前提に、引き続き、競争条件の有

利な東京 23 区において収容定員の増加が続きかねない。 

その場合、以下のような点が懸念されるのではないか。これら以外に懸念

される点も含め、東京 23 区を抑制対象とする理由・必要性について、どのよ

うに整理するか。 

 

（１） 東京一極集中の加速化 

・ 東京圏への転入超過約 12 万人（2016 年）のうち、大学等への進学を契機

とすると考えられる 15 歳から 19歳の層が約 2.7万人を占めており、今後

も転入超過が継続しかねない。 

・ 大学進学時の東京転入者は、就職時においても東京残留率が高いことから、

20代の若者の東京圏への転入超過を助長しかねない。 

 

（２） 東京と地方における高等教育の就学機会の格差の拡大 

・ 大学の収容定員について、市場原理に委ねた場合、東京の大学の収容力の

拡大や地域間の大学の偏在が進むとともに、地方大学の中には経営悪化に

よる撤退等が生じ、高等教育の就学機会の格差が拡大していくことになり
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かねない。 

・ 仮に、東京都における大学の収容定員・充足率が現状の水準で推移した場

合には、東京都以外の道府県の大学において、大幅な定員割れを生じかね

ない。 

 

（３） 東京圏周縁地域の衰退の懸念 

・ 平成 14 年の工場等制限法の廃止以降、東京圏周縁地域から大学が撤退し、

東京 23 区へ移転する状況が続いており、大学撤退地域の衰退が懸念され

る。 

 

○  抑制対象地域を東京 23 区とした場合、東京 23 区の周縁地域において大

学の新増設や収容定員の増加が生じる可能性があるが、どのように対処す

るべきか。 

・ 例えば、認可や交付金・補助金等において、東京圏とそれ以外の地域とで

異なる取り扱いを行うことなどが考えられないか。 

 

 

２．抑制の対象とする学校種  
【基本的な方向性】 
◆ 大学（短期大学を含む）について抑制の対象とする。 
 

○  国立・公立・私立の設置者を問わず抑制の対象とするべきと考えるが、取

扱いに特段の差異を設ける必要はあるか。 

 

○  大学及び短期大学以外の以下の学校種について、どのように考えるか。 

 

（１） 専門職大学・専門職短期大学 

大学制度の中に位置付けられるものであるが、どのように考えるか。 

・ 原則として抑制の対象とすることも考えられるが、実践的な職業教育を

行い、社会人等多様な学生を受け入れる新たな学校種であることから、東

京 23 区においても、社会ニーズへの対応、東京一極集中是正の双方の視

点を踏まえつつ、例えば、一定の期間、新設を認めることも考えられるの

ではないか。 

また、文部科学省において現在検討されている専門職学部・学科（仮称）

に転換する場合などは、特に社会人に対するリカレント教育を行うとい

う側面があることに留意する必要があるのではないか。 
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（２） 大学院 

＜現状＞ 

全国 25.0 万人、東京 6.8 万人、東京 23区 5.6 万人 

 

・ 大学院は以下の目的や特徴を有しているが、どのように考えるか。 

（目的） 

 学術の理論・応用を教授研究し、大学よりもより高度な専門人材を養成する

とともに、研究拠点を形成。 

 東京の国際都市化に対応して、世界のブレーン・サーキュレーションを担う

人材の養成。 

（特徴） 

 自大学の学部からの進学割合が高く、大学と比較して、地方から東京への流

入する割合が低いと考えられること。 

 社会人の比率が大学と比べると高いこと。 

 留学生の比率が大学と比べると高いこと。 

 

（３） 高等専門学校 

＜現状＞ 

全国 5.8 万人、東京 0.36 万人、東京 23区 0.16 万人 

東京 23 区の高等専門学校は、東京都立産業技術高等専門学校のみ 

 

・ 15歳から入学する高等教育機関であり、地元からの進学者が多く、地方

から東京への学生の集中の割合が低いことから、抑制の対象外とするべ

きではないか。 

 

（４） 専門学校 

＜現状＞ 

全国 58.9 万人、東京 13.4 万人 

 

・ 専門学校の以下の特徴から、抑制の対象外とするべきではないか。 

 大学と比較して、同一の都道府県内の高校から進学した者の割合が高く、地

方から東京に専門学校進学を契機に移動する学生の割合は低いと考えられ

ること。 
 社会人の比率が大学と比べると高く、社会人に対するリカレント教育の機

関という側面があること。 
 都道府県知事等が所轄庁である等、大学とは制度的な枠組みが異なること

（例：設置認可は都道府県の自治事務） 
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３．抑制の手法・例外事項 

【基本的な方向性】 

◆ 大学の収容定員の増加は認めないこととする。 

  

○  収容定員抑制の例外事項について、どのように考えるか。 

 

（１） 東京 23 区内に所在する学部・学科の収容定員の総数の増加を伴わない学

部・学科の改編等（スクラップ・アンド・ビルド） 

・ スクラップ・アンド・ビルドを前提に社会のニーズに応じて新たな学部・

学科を設置する場合は、東京 23区の学生の増加・集中にはつながらない

ため、抑制の例外とするべきではないか。 

・ 新たな学部・学科を新設することに伴い、旧来の学部・学科を廃止すると

しても、学生が適切に学修できるための移行措置期間への配慮が必要で

はないか。 

・ スクラップ・アンド・ビルドの徹底に当たっては、単に既存大学の総定員

の枠を温存することにならないよう、新学部・学科の設置等に当たって

は、その必要性や教育の質が担保されるような仕組みを設けるべきでは

ないか。 

・ 現在は認可事項となっていない学内の学部・学科間の収容定員の振替え、学部・

学科の収容定員増を伴わないキャンパス移転等による東京 23 区の定員増も抑

制の対象とすべきではないか。 

 

（２） 社会人 

・ 「経済財政運営と改革の基本方針 2017」や「未来投資戦略 2017」におい

て、リカレント教育等の充実が言及されており、抑制の例外とするべきで

はないか。 

 

経済財政運営と改革の基本方針 2017（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）抄 

社会人の学び直しなどを支援するため、受講しやすい講座の充実・多様化や

教育訓練給付の対象の拡大等により、リカレント教育の充実を図る。 

 

未来投資戦略 2017（平成 29 年 6月 9 日閣議決定）抄 

 年代・職種を問わず、様々な人材が多様な機会を通じて基礎的なＩＴ・デー 

タスキルを身につけることは重要である。意欲ある社会人の「学び直し」を

充実するため、個人に対する支援策を講ずる。 
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・ 「社会人」の定義をどうするか。 

・ 社会人に関する定員管理をどうするか。 

 

（３） 留学生 

・ 「経済財政運営と改革の基本方針 2017」や「留学生 30万人計画」におい

て、国際化の進展のために留学生の重要性が言及されており、抑制の例外

とするべきではないか。 

 

経済財政運営と改革の基本方針 2017（平成 29 年 6 月 9 日閣議決定）抄 

 海外留学支援や外国人留学生・研究者の受け入れの促進を通じて大学

の国際化を進める。 

 

留学生 30 万人計画骨子（平成 20 年 7 月 29 日 文部科学省、外務省、法務

省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省）抄 

 日本を世界により開かれた国とし、アジア、世界との間のヒト、モノ、カネ、

情報の流れを拡大する「グローバル戦略」を展開する一環として、2020年を

目途に留学生受け入れ 30 万人を目指す。 

 

＜現状＞ 

 17万人（東京都 5.5 万人） ※高等教育機関における受け入れ数 

 

 

・ 留学生に関する定員管理をどうするか。 

 

（４） 校舎等の施設又は設備の整備を行うなど必要な投資を行う場合で、既に収

容定員増について機関決定を行い、公表している場合 

・ 規制前における大学経営の自主性・主体性を尊重することが必要であり、

抑制の例外とするべきではないか。 

・ 「必要な投資」として、どのようなものを認めるのか。 

・ 機関決定は、いつまでに決定・公表されていれば例外として認めるのか。 

 

（参考）文部科学省による平成 30・31 年度の東京 23区の大学の定員抑制暫定措置 

校舎等の施設又は設備を行うなど必要な投資を行う場合で、さらに大学の設置、

学部等の設置、収容定員増について機関決定し、公表している場合に限り、例

外事項とすることを予定（注：公表は平成 31 年度分のみの条件） 
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（５） 東京 23 区に所在する高等教育機関がその収容定員を活用して、東京 23 区

に他の高等教育機関を設置する場合 

（想定されうる例） 

 短期大学から４年制大学に転換する場合 

 専門学校が専門職大学・専門職短期大学を設置する場合 等 

・ 既存の高等教育機関の入学定員の範囲内であれば、東京 23 区の学生の集

中にはつながらないが、どのように考えるか。 

 

（参考）文部科学省による平成 31 年度の東京 23区の大学の定員抑制暫定措置 

東京 23 区に所在する専門学校が当該専門学校の収容定員を活用して専門職大

学・専門職短期大学を設置する場合に限り、例外事項とすることを予定 

 

（６） 大学間の統合等が行われる場合 

（想定されうる例） 

 大学全体を統合する場合 

 学部・学科単位を他大学が吸収する場合 

 大学間で収容定員の移行をする場合 等 

・ 既存の大学の入学定員の範囲内であれば、東京 23 区の学生の集中にはつ

ながらないが、どのように考えるか。 

 

（７） 学生の地方圏と東京圏との対流・還流を推進する取組 

① 東京 23 区に所在する大学の学部・学科が一都三県外にキャンパスを新増

設・拡充し、学部・学科全体としては収容定員が増加する場合（一部の学

修を地方において実施） 

・ 地方キャンパスで一部の学生が履修することにより、東京 23 区で履修す

る学生数が増加しない場合は、東京 23区の学生の増加・集中にはつなが

らず、東京の学生が地方と触れ合う機会を拡充する効果を有するもので

あるが、どのように考えるか。 

 

② 一都三県外に所在する大学の学部・学科が東京 23 区にキャンパスを新増

設・拡充して、一部の学修を東京 23区において実施する場合 

・ 例えば、１・２年生時は東京で履修し、３・４年生は地方で履修するよう

な場合は、地方大学の魅力の向上につながるものであるが、どのように考

えるか。 
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（８） 通信教育 

・ 学生が東京 23 区に居住する必要がなく、東京 23 区の学生の増加・集中

にはつながらないが、どのように考えるか。 

 

（９） 夜間学部 

・ 社会人の比率が他の学部と比べると高く、「経済財政運営と改革の基本方

針 2017」や「未来投資戦略 2017」において、リカレント教育等の充実が

謳われているが、どのように考えるか。 

 

（10）上記以外で、東京 23 区において例外事項とするべきものはあるか。 

 

 

４． 抑制の方法  

○  特定の地域の大学の定員増を抑制するという趣旨を踏まえて、法律で規

定することが必要ではないか。 

 

 

５．抑制の期間  

○  当面、18 歳人口が減少し続けることが想定される中で、抑制の期間につ

いてどのように考えるべき。 

・ 18歳人口が減少し続けることを考慮し、期間を設けないこととするか。 

・ 一定の期間を設定することとするか。 

 


